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Healthcare note（公共・公益法人レポート・シリーズ） 
 

 

野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿)  
 

平成 29 年度税制改正を踏まえた承継対策の必要性 

 
 

 

 

 

平成 28 年 12 月に平成 29 年度の税制改正大綱が発表されました。大綱によ
ると、類似業種比準価額方式の評価方法の変更及び出資持分なし医療法人へ
の移行に伴う贈与税課税に関する非課税要件が緩和される予定となっていま
す。 

 
類似業種比準価額方式の評価方法が変更されると、後継者への出資持分

承継時の相続税等の負担が大きくなるケースが増えると考えられます。つまり、
これまでの出資持分評価額の引き下げによる利益対策と比べて、改正により、
その効果が薄れる可能性が高くなります。 

 
また、贈与税課税に関する非課税要件の緩和では、出資持分なしの医療法

人へ非課税で移行する際、現在では、社会医療法人等その他一定要件を満た
すことが必要でしたが、今回の改正でその要件が緩和される予定で、出資持分
なしの医療法人への移行が行いやすくなると考えられます。 

 
本稿は、税理士法人山田＆パートナーズ 医療事業部 山本竜也先生に寄

稿いただき、出資持分あり医療法人の抱える問題点から平成 29 年度税制改正
内容の解説及び対応策まで解説いただきました。 

 
さらに、それぞれの改正が具体的にどのような影響を及ぼすか、具体例を挙

げて説明いただき、理解しやすい形となっております。 
 
人口構造の高齢化はもとより、医師についても高齢化の波が押し寄せている

なか、相続対策の課題を抱えている先生方も少なくないと推察されます。 
 
相続対策は短期間で行うには限界があります。とはいえ、外部環境の変化で、

思わぬ承継対策の機会に恵まれることもあります。特に類似業種比準価額方
式は株価の動向に影響されることから、これらの動向に注目しつつ、現状把握
と、定期的な出資持分評価額のモニタリングを検討されてみてはいかがでしょう
か。 

（市川） 
 

*本稿は、平成29年3月末時点の内容となっております。具体的な検討の際は
最新の情報を確認いただくようお願い申し上げます。 
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